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灰褐色土壌．壌土型

茎 葉
区　　　　　　名

穂 玄　米

7 ′10 8 ′18 9 ／20 8 ／18 9 ′20

p p m p p m p p m p p m p p m
1．4 1 2．7 4 鼠0 7 0．9 8 0．9 5

1．0 8 2．5 9 5．1 7 0．6 4 0．4 8

1．5 2 2．7 5 5．4 5 0．9 4 0．8 4

1．1 5 1．8 7 4．5 1 0．5 5 D．4 5

1．5 5 2．8 9 5．6 2 0．8 9 0．8 2

抑制率

1．対　　照　　　区

2．＊排　客15e新区

5．　　〝　　20ぐ花区

4．　〝　　50e椚区

5．　　〝　　40（：都区

＊　排客後2年目，他は初年目

ず，抑制効果が大きく，排客は2年日の方がむしろ効

果が増大するようであった。土壌の違いでは，汚染程

度の大きい灰褐色土壌の場合，排土客土量の関係は初

年日では判然としなかった。

4　　む　　　す　　　び

1・供試した各土壌は，排土客土することによって，

酸化条件が載まるが，排土時において耕盤の破壊によ

る透水性の増大，客土材の質的な影響などによるもの

と考えられる。その程度は土壌の差よりも，水管理の

面が大きいようであった。

2・排土客土による水稲のカドミウム吸収抑制は，

枠試験の場合，各土壌とも排土客土量に比例し，現地

ほ場でも，表層汚染の強グライ土壌は同様の傾向にあ

った。しかし，全層汚染の灰褐色土壌では，40e椛ま

での客土では客土量と抑制率の関係は明らかでなかっ

たが，一つには客土材の肥沃度の影響で，根の分布が

より下層に及び，客土量の関係が消去されるためと考

えられる。

5・また，排土客土は初年日より2年員の効果が大

きかったが，このことは施用した客土が落ち着き．土

壌の締りが強まることによるEhの低下が主因と考え

られる。したがって，初年度より抑制効果を高めるた

めには，排土時において床蹄などの工程が前提条件と

なろう。

4・山土を客土材として使用すると収量が低下する

ので・熔燐，珪カルなどの改良資材と増肥によって，

肥沃化を図る必要がある。

農家の消費行動の分析

神　谷　一　天

（東北農業試験場）

1　ま　え　が　き

経済学においては，巨視的観点から消費行動は所得

の関数とみなされている。しかし，ここで問題として

取り上げるのは，消費行動を所得のみならず，他の要

因によって説明できないかということである。例え

ば仁投票行動において，所得は重要な説明変数の1つ

であるが，同時に，職業，学歴．年令，個人のパーソ

ナリティーなども重要な説明変数とみなされている。

消費行動においても，所得が同じでも，他の要因が異

なるならば．行動のパターンは異なるであろうと考え

られる。

2　分　析　方　法

この分析で用いる基本的モデル式は，ケインズ型の

消費関数C＝α＋βYである0なお，ケインズの消費

関数はマクロ・・モデルであるが，ミクロな家計費の分

析においても，この式が当てはまることが証明されて

いる0この式を基本とし，説明変数として所得以外の

種々の変数を付け加えていく○例えば，家族形態，兼

業種類・経済地帯という要因を説明変数として付け加

え・それらを順次Ⅹ1・Ⅹ2・Ⅹ3と表すと，消費関数

はC＝α＋βY＋γⅩ1＋∂Ⅹ2＋eX3という重回帰式

で表される0説明変数が増加すれば，順次式に加えて

いく0その際・説明変数を付加するたびに．重箱関係
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数を計算して予測の精度の上昇をみ，それによって説

明変数を導入したことの効果が明らかにされる。この

ような手続によって．消費行動に対して説明力をもっ

要因はなにかということがわかる。しかし，ここで問

題となるのは，消費Cや，所得Yは畳的要因であるの

に，家族形態，兼業種類，経済地帯などは質的要因で

ある。したがって，上記の式はこのままの形では意味

がない。この間題は数量化理論の方法を適用すること

によって解決し得る。

数量化理論l）は，まず，多くの要田を同時的にまた

総合的に処理することができる。つまり連立方程式の

形で表わすことができる。第二に量的要困も質的要因

もともに計量的に扱える。すなわち，質的要因を範疇

化して数量化すると同時に，量的要因も単なる観測値

をそのまま用いるのでなく，範疇化して再数量化する。

この手続を経ることによって．質的要因も，量的要因

も同じ立場で両者を含めた寄与の実態を明らかにする

ことができる。

分析に用いたデークーは，岩手県農家経済調査（昭

和45年）の農家個表である。この個表から日的変数

（外的基準）としての家計費，飲食費‥・経済余剰な

どのそれぞれの実額と，所得に対するそれぞれの比を

とった。これらの目的変数にかかわる説明変数として，

可処分所得，世帯主年令，経営面麓など12の要田を

取り上げた。家計費や飲食費などが．これらの要因に

よってどの程度説明し得るかを明らかにすることが課

題である。

その求め方は，各説明要因を更にいくつかの範疇に

分ける。これらの範疇に1か0のダミー変数を付ける。

一般には．要因の数をm，範境の数をそれぞれnl，n2，

‥・nm個，サンプルの数をNとすると，ダミー変数

はⅩijkで表される。各ダミー変数にかかる係数を

aij　とする。これは偏回帰係数であり，数量化理論で

はカテゴリースコア（又はカテゴリーウェイト）と呼

んでいる。今，家計費の予測値をαkで表わす。この

家計費を最もよく予測するようにaijにある数値を与

えるには，家計費の実測値Akと，諸変数から予測さ

れる家計費の値αkとの誤差が全体で最も小さくなる

ようにすればよい。

以上の計算の結果求められるものは，①カテゴリー

スコア，②レンジ（要因内のカテゴリースコアの最大

値から最小値を引いた値），③偏相関係数（他の要因

を一定とした場合の，ある要因と日的変数との相関係

数），す膚相関係数と，各説明要因を導入するごとの

墓相関係数である。

5　分　析　結　果

分析の結果を第1表からみる。まず，家計費の実額

の重相関係数をみると，第1段階の所得のみで0．81で

あり，他の11の要因を全部付け加えても0．79で．所

得の説明力は高い。また偏相関係数から各要因の家計

費に対する説明力をみると，所得が0．55で一番高く，

次いで専兼別，兼業種類，純財産，家族形態，経済地

帯の5つの要因が，所得に次いで高い説明力を持って

いる。

第1表　重相関係数及び偏相関係数

（重 相 関 係 数 ）

家 へ 家 （ 飲 （ 被 （ 住 （ 雑 （

実 比 実 実 居 実 実

額

計 計 食 脈 光

額 率 額 額 熱 額

費 ） 費 ） 野 ） 費 ） 費 ） 費 ）

要 因 （D の み 0．8 1 1 0 ．5 9 9 0 ．4 55 0．5 8 0 0 ．5 8 9 0 ．5 8 7

①　 ～ （彰 0．d d 7 0 ．d 5 5 0．7 2 8 0 ．4 9 2 0 ．4 8 4 0．8 1 2

①　 ～ （D 0．7 2 4 0 ．°9 5 0 ．7 8 5 0 ．59 8 0 ．5占5 0．8 d d

①　 ～　 ⑲ 0．7 7 8 0 ．7 4 0 0 ．7 7 7 0 ．6 4 1 0 ．5 9 6 0 ．7 1 7

①　 ～　 ⑫ 0．7 9 9 0 ．7 8 4 0．7 9 1 0 ．d 5 4 0 ．6 4 4 0．7 5 2

（偏 相 関 係 数 ）

（D 所　　　 得 0．5 5 8 0 ．7 08 0 ．5 5 8 0 ．4 4 5 0 ．4 5 7 0 ．4 8 1

（む経 営 面 積 0．1 2 9 0 ．1 4 5 0．1 d O 0 ．2 18 0 ．28 8 0 ．1 7 1

③ 家 族 員 数 0．1 7 5 0 ．2 5 4 10．4 8 0 0 ，5 4 7 0 ．5 0 0 0．2 5 7

④ 家 族 形 態 0．5 0 2 0 ．2 1 9 0 ，18 5 0 ．10 5 0 ．1 9 5 0 ．2 8 5

⑤ 世 帯 主 年 令 8．19 4 0．19 5
0．128 5

D ．1 9 8 0 ．■2 8 8 0 ．1 2 8

⑥ 経 営 類 型 0．2 10 0．2 8 0 0．19 0 0 ．5 18 0．1 4 5 0 ．2 0 口

¢）兼 業 種 類 0．5 1D 0 ．2 1 5 0．1 9 0 0 ．2 9 4 0 ．2 7 2 0 ．2 7 7

（釧 経 済 地 帯 0．2 9 9 0．2 7 7 0 ．1 1 0 0 ．2 6 6 0 ．1 8 （5 0．28 5

⑨ 農 業 地 帯 0．2 D 5 0 ．17 2 0 ．15 1 0 ．2 2 0 0．1 1（～ 0．18 2

⑳ ・専　 兼　 別 0，5 2 2 0．5 5 8 0．2 2 0 0 ．1 8 8 0 ．0 8 4 0 ．5 4 5

⑪ 純　 財　 産 0．5 0 8 0 ．5 25 0 ．2 8 9 0 ．1 8 8 0．5 4 4 0 ．2 5 くら

⑫ 負　　　 債 0．0 9 5 0 ．0 9 8 0．0 1 1 0 ．0 7 5 8 ．0 2 1 0．0 5 8

次に，家計費の所得に対する比，つまり，消費性向

を目的変数として推定の精度をみると，重相関係数は

第1段階で0．59で，残りの11要因を入れると0．78と

なるが，やはり所得の説得力は高い。また，偏相関係

数から各要因の説明力をみると，所得が〇・70で一番高

い。次いで専兼別，純財産，経済地帯，経営類型の順

となる。したがって，所得のほかに，専兼別．純財産．



ー104－　　　　　　　　　　　東北農業研究　第18号（1975）

経済地帯，経営顎型の5つの要因を付け加えていくこ

とによって，消費性向の推定の精度を高めることがで

きる。

更に，家計費の支出項目別にみると，まず，飲食費

の実額の重相関係数は，所得のみの第1段階では0，45

と低いが，更に他の11要因を加えていくことによっ

て0・79まで推定の精度はあがる。次に，12の要因全

部を付け加えた場合の各要因のきき方をみるために偏

相関係数をみると，飲食費においては，所得よりも家

族員数との相関が高い。次いで，所得，世帯主年令，

純財産，専兼別の順になっている。

また，住居光熱費の重相的係数は，第1段階のみだ

と0・58と低いが，12の要田全部を加えることによ

って0・84と精度は上がってくる。また，各要田の効果

を偏相幽係数でみると，所得．純財産，家族員数，世

帯主年令．兼業種類の順となる。

以上のほかに被服費，雑費の実額と所得に対する比

を目的変数として予測値を出し，日的変数に対する各

要因の効果をみているが．ここでは省略する。

以上，農家の消費行動を数量化理論を適用すること

によって，消費行動を規定しているであろう量的な要

因はもちろん，質的な要因をも数量化して把握し，分

析した。結局，農家の家計費の実額にしても，所得に

対する比，つまり，消費性向の場合も，所得の説明力

が一番高い。しかし，実額の場合は，専兼別，兼業種

類，純財産，家族形態などを，また，消費性向の場合

は，所得のほかに，専兼別，純財産，経済地帯，経営

類型などの要因を付け加えることによって，説明力を

増すことができる。

また，家計費の中の各支出項目別にみると，やはり，

所得の目的変数に対する説明力は大きい。しかし，い

くっかの項目に関しては，所得の説明力には限度があ

ることがわかった。例えば，飲食費，雑費のなかの教

養娯楽費，小遣い及び諸会合費の実額と，被服費，住

居光熱費，雑費のそれぞれの所得に対する比率などは

所得の説明力が高くない。しかし，このことは，消費

が所得以外の要田のみで決定されるということではな

く，消費行動は，所得も含めて，種々の要田が組み合

わさって決定されるものであることを示している。

なお，社会調査においては，数量化理論を用いる場

合には，580以上の慄本を必車とするといわれている。

この分析においては，標本数は農家経済調査の個表

187戸であり，説明要因も経済調査のなかから得られ

るデークーのみを用いた。この点に，今回の分析の精

度があまり上がらない原因があると考えられる。した

がって，今回の分析は，農家の家計費の予測として用

いるのではなく，農家の消費行動を決めている要困に

はどのようなものがあり，それらが，消費行動の決定

にいかなる影響を与えているかをみるにとどめた。
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